
議 案 目 次 

 

                     令和４年矢巾町議会定例会９月会議 

 

 

１．請願・陳情   

    ４請願第８号    所得税法第56条廃止の意見書を国に提出することを求める請

願 

 

  ４請願第９号 景気回復のため、消費税率を５％に引き下げることを求める

請願 

 

  ４請願第10号 消費税インボイス制度の実施凍結または中止を求める請願 

 

  ４請願第11号 沖縄戦戦没者の遺骨を含む地域の土砂を基地建設の埋め立て

に使用しないことを求める請願 

 

２．報告第 ９ 号 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく令和３年

度財政健全化判断比率等の報告について 

 

３．報告第１０号 自動車破損事故による損害賠償請求事件に関する専決処分に

係る報告について 

 

４．報告第１１号 自動車破損事故による損害賠償請求事件に関する専決処分に

係る報告について 

 

５．諮問第 ２ 号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

６．諮問第 ３ 号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

７．議案第４３号 固定資産評価審査委員会の委員の選任に関し同意を求めるこ

とについて 

 

８．議案第４４号 矢巾町民総合体育館条例の一部を改正する条例について 

 

９．議案第４５号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

10．議案第４６号 権利の放棄について 



 

11．議案第４７号 令和４年度矢巾町一般会計補正予算（第５号）について 

 

12．議案第４８号 令和４年度矢巾町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１

号）について 

 

13．議案第４９号 令和４年度矢巾町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

について 

 

14．議案第５０号 令和４年度矢巾町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１

号）について 

 

15．議案第５１号 令和４年度矢巾町水道事業会計補正予算（第２号）について 

 

16．議案第５２号 令和４年度矢巾町下水道事業会計補正予算（第１号）につい

て 

 

17．議案第５３号 令和３年度矢巾町一般会計歳入歳出決算認定について 

 

18．議案第５４号 令和３年度矢巾町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

 

19．議案第５５号 令和３年度矢巾町介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

20．議案第５６号 令和３年度矢巾町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定

について 

 

21．議案第５７号 令和３年度矢巾町水道事業会計決算認定について 

 

22．議案第５８号 令和３年度矢巾町水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ

いて 

 

23．議案第５９号 令和３年度矢巾町下水道事業会計決算認定について 

 

24．議案第６０号 令和３年度矢巾町下水道事業会計未処分利益剰余金の処分に

ついて 

 

 

 

























報告第９号 

 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく令和３年度財政健全化

判断比率等の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項及

び第22条第１項の規定により、監査委員の意見を付して次のとおり報告する。 

 

 

  令和４年９月２日提出 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

記 

 

１ 令和３年度決算に基づく財政健全化判断比率 

    （単位：％） 

     比率 
項目    〇 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

健全化判断比率 － － 15.8 97.7 

早期健全化基準 14.02 19.02 25.0 350.0 

 

 

２ 令和３年度決算に基づく経営健全化判断比率 

  （単位：％） 

公営企業会計の名称 資金不足比率 備考 

矢巾町水道事業会計 －  

矢巾町下水道事業会計 －  

 

 



報告第１０号 

 

   自動車破損事故による損害賠償請求事件に関する専決処分に係る報告につ

いて 

 

 自動車破損事故による損害賠償請求事件に関し、その損害賠償の額の決定及びこれ

に伴う和解について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項及び矢巾町長

専決条例（平成26年矢巾町条例第７号）第２条第２号の規定により、別紙のとおり専

決処分したので、同法第180条第２項の規定により、次のとおり報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和４年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 



別紙 

 

専 決 処 分 書 

 

 自動車破損事故による損害賠償の額の決定及びこれに伴う和解について、地方自治

法（昭和22年法律第67号）第180条第１項及び矢巾町長専決条例（平成26年矢巾町条例

第７号）第２条第２号の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 令和４年８月15日 

 

                     矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

記 

１ 事故名 

   自動車破損事故 

 

２ 事故発生日時 

   令和４年６月４日（土）午後２時45分頃 

 

３ 事故発生場所 

   矢巾町大字煙山第５地割地内 

   町道西部開拓線 

 

４ 和解及び損害賠償の相手方 

    

    

 

５ 損害賠償の原因 

   相手方が走行中に道路上の穴の発見に遅れ、その上を通過したため、自動車の

右側の前輪、後輪のタイヤを破損したものである。 

 

６ 和解の内容 

   損害賠償の額は、７に定めるとおりとし、当事者はともに将来いかなる事由が

発生しても一切の異議を申し立てない。 

 

７ 損害賠償の額 

   32,794円 

 

 

 



報告第１１号 

 

   自動車破損事故による損害賠償請求事件に関する専決処分に係る報告につ

いて 

 

 自動車破損事故による損害賠償請求事件に関し、その損害賠償の額の決定及びこれ

に伴う和解について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項及び矢巾町長

専決条例（平成26年矢巾町条例第７号）第２条第２号の規定により、別紙のとおり専

決処分したので、同法第180条第２項の規定により、次のとおり報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和４年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 



別紙 

 

専 決 処 分 書 

 

 自動車破損事故による損害賠償の額の決定及びこれに伴う和解について、地方自治

法（昭和22年法律第67号）第180条第１項及び矢巾町長専決条例（平成26年矢巾町条例

第７号）第２条第２号の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 令和４年８月15日 

 

                     矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

記 

１ 事故名 

   自動車破損事故 

 

２ 事故発生日時 

   令和４年６月５日（日）午後３時15分頃 

 

３ 事故発生場所 

   矢巾町大字煙山第５地割地内 

   町道西部開拓線 

 

４ 和解及び損害賠償の相手方 

    

    

 

５ 損害賠償の原因 

   相手方が走行中に道路上の穴の発見に遅れ、その上を通過したため、自動車の

右側の前輪、後輪のタイヤ、ホイール、サスペンションを破損したものである。 

 

６ 和解の内容 

   損害賠償の額は、７に定めるとおりとし、当事者はともに将来いかなる事由が

発生しても一切の異議を申し立てない。 

 

７ 損害賠償の額 

   149,226円 

 

 

 



諮問第２号 

 

   人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和24年法律第139

号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 

  令和４年９月２日提出 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

記 

 

 住 所    

 

 氏 名    

 

          

 



諮問第３号 

 

   人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和24年法律第139

号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 

  令和４年９月２日提出 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

記 

 

 住 所    

 

 氏 名    

 

          

 



議案第４３号 

 

   固定資産評価審査委員会の委員の選任に関し同意を求めることについて 

 

 矢巾町固定資産評価審査委員会の委員に次の者を選任したいので、地方税法（昭和

25年法律第226号）第423条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

 

  令和４年９月２日提出 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

記 

 

 住 所    

 

 氏 名    

 

          

 

 



議案第４４号 

 

   矢巾町民総合体育館条例の一部を改正する条例について 

 

 矢巾町民総合体育館条例（昭和53年矢巾町条例第22号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和４年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 



矢巾町民総合体育館条例の一部を改正する条例 

 矢巾町民総合体育館条例（昭和53年矢巾町条例第22号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第12条関係） 別表（第12条関係） 

体育館使用料 体育館使用料 

１ 〔略〕 １ 〔略〕 

２ 暖房料 ２ 冷暖房料 

暖房を使用する場合においては、実費を基準として町長が

定める額を別に徴収する。 

冷暖房を使用する場合においては、実費を基準として町長

が定める額を別に徴収する。 

備考 改正箇所は改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

  附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



議案第４５号 

 

   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年矢巾町条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和４年９月２日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 



   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年矢巾町条例第３号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次のと

おりとする。 

 (１)～(３) 〔略〕 

 (４) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

 

  ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

   (ア) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定す

る子をいう。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以

下「１歳６か月到達日」という。）（第２条の４の規定に

該当する場合にあっては、２歳に達する日）までに、そ

の任期（任期が更新される場合にあっては、更新後のも

の）が満了すること及び引き続いて任命権者を同じくす

る職（以下「特定職」という。）に採用されないことが

明らかでない非常勤職員 

 

 

   (イ) 〔略〕  

  イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員

（その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」

という。）（当該子について当該非常勤職員がする育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業を

している非常勤職員に限る。） 

   〔新設〕 

 

 

 

 （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次のと

おりとする。 

 (１)～(３) 〔略〕 

 (４) 非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの以外

の非常勤職員 

  ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

   (ア) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定す

る子をいう。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以

下「１歳６か月到達日」という。）（当該子の出生の日か

ら第３条の２に規定する期間内に育児休業をしようとす

る場合にあっては当該期間の末日から６月を経過する

日、第２条の４の規定に該当する場合にあっては当該子

が２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新され

る場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び

引き続いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」と

いう。）に採用されないことが明らかでない非常勤職員 

   (イ) 〔略〕 

  イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

 

 

 

 

 

   (ア) その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達

日」という。）（当該子について当該非常勤職員が第２条

の３第２号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間

の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合に



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業

をしている非常勤職員であって、当該育児休業に係る子に

ついて、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特

定職に引き続き採用されることに伴い、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとするもの 

 （非常勤職員が育児休業をすることができる期間の末日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

 (１)・(２) 〔略〕 

 (３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、

非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤

職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非

常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当す

る場合に該当してする配偶者育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日

とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該配

偶者育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、その

いずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間にお

いてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休

業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であっ

あっては、当該末日とされた日。以下この(ア)において

同じ。）において育児休業をしている非常勤職員であっ

て、同条第３号に掲げる場合に該当して当該子の１歳到

達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとするもの 

   (イ) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児

休業をしている場合であって、当該任期を更新され、又

は当該任期の満了後引き続いて特定職に採用されること

に伴い、当該育児休業に係る子について、当該更新前の

任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとするもの 

  〔削除〕 

 

 

 

 

 

 （非常勤職員が育児休業をすることができる期間の末日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

 (１)・(２) 〔略〕 

 (３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤

職員が、次に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子

についてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしている

場合であって第３条第７号に掲げる事情に該当するときはイ

及びウに掲げる場合に該当する場合、規則に定める特別の事

情がある場合にあってはウに掲げる場合に該当する場合）   

   当該子の１歳６か月到達日 

 

 

 

 



て、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日

又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする場合にあって、次に掲げる場合

のいずれにも該当するとき 当該子の１歳６か月到達日 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日

とされた日）において育児休業をしている場合又は当該非

常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がす

る配偶者育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）に

おいて配偶者育児休業をしている場合 

 

 

  イ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常

勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当す

る場合に該当してする配偶者育児休業の期間の末日とされ

た日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該

末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と

当該配偶者育児休業の期間の末日とされた日が異なるとき

は、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に

掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して配偶者育児

休業をする場合にあっては、当該配偶者育児休業の期間の

末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとする場合 

  イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされた日）において育児休

業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の

１歳到達日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相

当する場合に該当してする配偶者育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）において配偶者育児休業をしている

場合 

  ウ 〔略〕 

  エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間におい



 

 

 （非常勤職員の育児休業が特に必要と認められる場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１

歳６か月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職

員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該子の１歳６か月到

達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日

を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員

であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定

職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする場合であって、次の各号のいずれ

にも該当するときとする。 

 〔新設〕 

 

 

 

 

 

 (１) 〔略〕 

 (２) 〔略〕 

 〔新設〕 

 

 

 （再度の育児休業をすることができることとなる最初の育児休

業の期間） 

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期

間は、57日間とする。 

 （再度の育児休業をすることができる特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の

事情は、次のとおりとする。 

 (１)～(４) 〔略〕 

てこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがな

い場合 

 （非常勤職員の育児休業が特に必要と認められる場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１

歳６か月から２歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、

次の各号に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子につ

いてこの条の規定に該当して育児休業をしている場合であって

次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２号及び第３号に

掲げる場合に該当する場合、規則に定める特別の事情がある場

合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）とする。 

 

 

 

 (１) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当

該非常勤職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに

相当する場合に該当して配偶者育児休業をする場合にあって

は、当該配偶者育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前

の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす

る場合 

 (２) 〔略〕 

 (３) 〔略〕 

 (４) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月

到達後の期間においてこの条の規定に該当して育児休業をし

たことがない場合 

 

 

〔削除〕 

 

 （２回を超えて育児休業をすることができる特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の

事情は、次のとおりとする。 

 (１)～(４) 〔略〕 



 (５) 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児

休業に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、３

月以上の期間を経過したこと（当該育児休業をした職員が、

当該育児休業の承認の請求の際育児休業により当該子を養育

するための計画について育児休業等計画書により任命権者に

申し出た場合に限る。）。 

 (６) 〔略〕 

 (７) 〔略〕 

 (８) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業

をしている非常勤職員が、当該育児休業に係る子について、

当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き

続き採用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は当該

引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育児休

業をしようとすること。 

 

 

〔新設〕 

 

 （育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過し

ない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第10条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の

事情は、次のとおりとする。 

 (１)～(５) 〔略〕 

 (６) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当

該育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）

の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間

勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育

児短時間勤務により当該子を養育するための計画について育

児休業等計画書により任命権者に申し出た場合に限る。 

 

 (７) 〔略〕 

 〔削除〕 

 

 

 

 

 

 (５) 〔略〕 

 (６) 〔略〕 

 (７) 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日

を育児休業の期間の末日とする育児休業をしているものが、

当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き続いて特定

職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る子につい

て、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとすること。 

 （２回の育児休業から除かれる育児休業に係る子の出生の日か

らの期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間

は、57日間とする。 

 （育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過し

ない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第10条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の

事情は、次のとおりとする。 

 (１)～(５) 〔略〕 

 (６) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当

該育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）

の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間

勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育

児短時間勤務により当該子を養育するための計画について育

児短時間勤務計画書により任命権者に申し出た場合に限

る。）。 

 (７) 〔略〕 



備考 改正箇所は改正前欄及び改正後欄の下線部分の規定であり、〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年10月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例による改正前の第３条（第５号に係る部分に限

る。）及び第10条（第６号に係る部分に限る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 



議案第４６号 

 

   権利の放棄について 

 

 次のとおり権利を放棄したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１

項第10号の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和４年９月２日提出 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

記 

 

１ 権利の内容 

町民センター食堂に係る建物賃借料及び電気使用料の支払請求権 

 

２ 放棄する金額 

(１) 建物賃借料 300,000円 

(２) 電気使用料 210,285円 

 

３ 相手方 

矢巾町大字白沢第５地割68番地３ 

有限会社サン・アロー 

 

４ 放棄する理由 

相手方である法人は取締役全員が死亡し、又法人としての活動もなく、当該債

権の回収に実効性がないことから、権利を放棄しようとするものである。 

 

５ 放棄する日 

議決の日 


